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平成23年８月24日(水曜日）

午後２時44分開会

会議に付した案件

○参考人意見聴取

本県の防災対策の現状と課題

出席委員（10人）

委 員 長 井 本 英 雄

副 委 員 長 丸 山 裕次郎

委 員 中 村 幸 一

委 員 山 下 博 三

委 員 右 松 隆 央

委 員 徳 重 忠 夫

委 員 渡 辺 創

委 員 髙 橋 透

委 員 河 野 哲 也

委 員 前屋敷 恵 美

欠 席 委 員（２人）

委 員 坂 口 博 美

委 員 中 野 一 則

委員外議員（なし）

意見聴取のために出席した参考人

宮崎大学工学部教授 原 田 隆 典

宮崎大学工学部准教授 村 上 啓 介

宮 崎 公 立 大 学 辻 利 則
人 文 学 部 教 授

事務局職員出席者

政 策 調 査 課 主 査 松 﨑 勝 一

議 事 課 主 査 関 谷 幸 二

○井本委員長 それでは、ただいまから防災対

策特別委員会を開会いたします。

まず、本日の委員会の日程についてでありま

すが、お手元に配付の日程案をごらんください。

本日は、宮崎大学工学部の原田隆典教授、村上

啓介准教授、並びに宮崎公立大学人文学部、辻

利則教授の３名の参考人にお越しいただいてお

ります。それぞれの専門的立場から、本県の防

災対策の現状と課題について意見を求めたいと

考えております。このように取り進めてよろし

いでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○井本委員長 では、そのように決定いたしま

す。

それでは、参考人の入室のため、暫時休憩い

たします。

午後２時45分休憩

午後２時46分再開

○井本委員長 委員会を再開いたします。

こんにちは。一言ごあいさつを申し上げます。

私は、当委員会の委員長を務めております、

延岡市選出の井本と申します。よろしくお願い

申し上げます。

皆様におかれましては、大変お忙しい中を当

委員会にお越しいただきまして、本当にありが

とうございます。

３月11日のあの激災がありまして、議会内の

機運が高まり、私たちもこのような特別委員会

を立ち上げたところであります。宮崎県の今後

の防災をどうすべきか、あるいは県防災対策推

進条例の見直しを行うべきかも含め、今、いろ

いろ調査、研究をしているところであります。

当委員会の調査目的を果たすため、これらに対

し皆さんのような専門家の意見を聞いておく必



- 2 -

要があるだろうということであります。

本日は、それぞれの御専門であります、地震

・防災工学、水工学・防災工学、情報伝達とい

う専門的見地から、本県の防災対策の現状と課

題について御意見をお伺いしたいと思いますの

で、どうぞよろしくお願い申し上げます。

それでは、委員を紹介したいと思います。

最初に、私の隣が、小林市・西諸県郡選出の

丸山裕次郎副委員長であります。

続きまして、皆様から見て左側、都城市選出

の中村幸一委員であります。

同じく、都城市選出の山下博三委員でありま

す。

宮崎市選出の右松隆央委員であります。

右側ですが、都城市選出の徳重忠夫委員であ

ります。

宮崎市選出の渡辺創委員であります。

日南市選出の髙橋透委員であります。

延岡市選出の河野哲也委員であります。

宮崎市選出の前屋敷恵美委員であります。

本日は、児湯郡選出の坂口委員とえびの市選

出の中野委員が、所用のため欠席をしておりま

す。

次に、事務局職員を紹介いたします。

松﨑書記、関谷副書記であります。

よろしくお願いいたします。

それから、きょうはオブザーバーとして執行

部のほうからも御出席をいただいておりますの

で、代表者から紹介をよろしくお願いいたしま

す。

○金井危機管理課長 危機管理課長の金井でご

ざいます。よろしくお願いします。

私のほうから御紹介させていただきます。

危機管理課の飯干補佐でございます。

企画担当の佐々木主幹でございます。

○井本委員長 それでは、それぞれ皆様から本

県の防災対策に関する研究や御意見等をまとめ

ていただいておりますので、説明をよろしくお

願いしたいと思います。

まず最初に、宮崎大学、原田隆典教授のほう

から、よろしくお願いいたします。

○原田教授 きょうは、お忙しい先生方にこの

ような時間をとっていただきまして、まずは感

謝申し上げたいと思います。

早速ですが、お手元に資料がございますけど、

それに沿って20分ずつお話をさせていただきた

いと思います。

きょうお伝えしておきたいのは７項目ぐらい

でありまして、今度想定する日向灘地震という

のは、今までＭ7.5ぐらいでしたけれども、Ｍ９

として被害想定します。その理由のようなこと。

高齢者とか病人には安全な施設を整備しなけれ

ばならないというようなこと。防災拠点は絶対

に機能するようにすることというのは前から言

われておりますけれども、こういうことを長期

的にやっていかなきゃならない。医療、食料、

情報が完備して、そこに行けば何とかなるよう

な施設をふやしていく努力を地域でやっていく

ことが必要だということです。

もう一つは、今までの防災の中で一つ抜けて

いるのは、企業防災というところが余り真剣に

やられておりません。その話をします。

もう一つ、それを進めるときに、最近、コン

ピューターシミュレーションという技術ができ

ていますから、工場とか地域の弱点をこういう

もので探すことの重要さというような話をした

いと思います。

最後にもう一つ、防災の目的といいますと、

基本的には人の命を守るということ、これは間

違いないわけでありますが、もう一つ、阪神大
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震災のときも少し感じていたんですが、東北で

決定的になったのは、やはり産業とか企業を守

るという目的も持っておかないと、地域が全く

復旧できないという状況になりますから、巨大

地震になればなるほどこういうことが重要にな

るので、２つの視点が防災の中に必要だという

ようなことをお話ししたいと思います。

まず、なぜＭ９を想定するかということです。

東北の地震を受けてでしかわからなかったわけ

ですが、従来は、海溝型の地震といいますか海

の中で起こるのは100～150年に大体１回起こっ

て、Ｍ7.5～８ぐらいだということで、大体同じ

ところで同じように繰り返すということで済ん

でいました。過去300年ぐらいのデータが日本で

はそうなっていましたから、それなりに当たっ

てきておりましたので、そういう考え方であり

ました。ところが、東北ではそれを超えるよう

なＭ９という、大きさとしては500キロ、250キ

ロの断層、岩手から千葉県の北部ぐらいまでの

領域が一気に壊れた。これは全く日本ではこれ

まで想定しておりませんでした。そういう意味

で、まだまだはっきりはしておりませんが、そ

ういう地震が数千年ぐらいの感じで繰り返すと

いうようなこともだんだんわかってきておりま

すので、Ｍ９クラスが加わったというのが新し

い地震観であります。

これはよくあるんですが、日本列島が、北海

道がここで曲がって、東北部で、関東でまた曲

がって、九州が曲がっている。この日本列島の

形そのものが、まさに地球のプレートと言われ

る太平洋プレートとフィリピン海プレートで形

づくられている。きょうは地図を持ってきませ

んでしたが、ここが非常に深いところになって

いまして、断崖絶壁の端っこに日本列島がある

ということを日本人は知っておかなきゃならな

い。こういうところで大きな地震が繰り返し起

こっているわけですから、本来はそういうとこ

ろにはきちんとした対策をとった施設を持って

くればよかったんですけれども、地震のいろん

なものがわかるようになったのが1960年か1970

年に入って、つい最近のことですので、残念な

がらこういうところに大都市、大工場が集積し

てしまったというのが、日本の不幸なことかと

思っております。九州も曲がるというのは、フ

ィリピン海プレートが曲がっているから曲がっ

ているということであります。そういうふうに

大きな地震が起こる宿命にある。どのぐらい起

こっているかというと、100年間に、１回の地震

で1,000人を超えるような死者が出るのが９回ぐ

らい起こっています。これは400年間ほとんど同

じパターンで起こっていますから、今からも多

分起こるであろうということで、準備をしてい

かなければならないということです。

日本ではＭ８ぐらいのものが100～150年で起

こるという地震学の論文がたくさん出ておりま

して、我々もそれを信じていたわけであります

が、1960年の過去50年間で、太平洋プレート、

いわゆるプレート境界で地震が起こるところに

Ｍ９クラスの地震をプロットしてみますと７個

ぐらい起きているわけです。50年間にＭ９クラ

スの地震がこういうところに起きております。

一番新しいのが2004年のスマトラで、30万人の

死者が出た津波が起こっております。日本だけ

が、地震学者も含めてＭ９クラスの超巨大地震

は起こらないという論文をたくさん書いており

ました。ところが、今回起こったというのが、

日本の地震学にとっては非常に大きなショック

を与えたものでありました。

こういうふうにマグニチュード等の設定が悪

いと、防災対策の基本になります、例えば津波



- 4 -

ハザードマップというのがありますが、これは

東北の例であります。仙台あたりは、従来は小

さいものをやっていましたから紫ぐらいになり

ました。今回、Ｍ９ぐらい起こって赤いところ

まで来ております。石巻がこの程度浸水すると

していたのが、実際にはここまで全部浸水した。

検証が今から必要になりますけれども、ハザー

ドマップ以外で安全なところに住んでいる人た

ちの避難がおくれて死んだんじゃないかという

ような話も出てきておりますから、ハザードマッ

プの功罪というものも今から検証の対象になろ

うかと思います。いずれにしてもハザードマッ

プというのは最大級のものを設定しておかない

と、行政とかがきちっとやるわけでありますか

ら、過小評価すると今みたいな問題も出てくる

可能性がありますので、やはり大き目を想定す

るというのは必要かと思っております。

それで、なぜ高齢者とか病院には安全な施設

を整備しなければならないかという話に移りた

いと思いますが、これは地震だけではなくて、

過去の自然災害では60歳以上の高齢者の死亡率

が非常に高いということであります。これは東

北の今現在でのデータでありますが、死者の65

％ぐらいが高齢者ということであります。それ

は災害弱者と言われております。高齢者とか病

人に対して「早目の避難」ということを我々は

平気で言うわけでありますが、「早目の避難」と

か「津波で早く高いところに逃げろ」と伝えて

も、逃げられない現実があります。そういう行

動には移れない。第三者が連れていくことが完

璧に準備できれば、それはそれで結構だと思い

ます。一方で、人を介してのやり方と同時に、

これは投資が必要になります。こういう施設は

洪水とか地震に機能するように計画的にきちん

とつくっていく必要があろうかと思います。同

時に、そういうものは医療施設もありますから、

周辺住民の一時避難所としてでも使えるという

ことで一石二鳥になりますから、そういう考え

方も一方で持って防災対策を進める必要がある

ということであります。

これは阪神大震災以降でも非常に問題になっ

たわけですが、いわゆる防災拠点は絶対に機能

するということ。阪神大震災のときに壊れて大

変だったわけで、この目標を国を挙げて言いま

したけれども、阪神大震災のときには強い揺れ

でつぶれたということで、構造物の耐震対策と

いうことが大分進んだわけであります。ところ

が、今回は津波で全部流されたということで、

津波の考慮が全くなかったということでありま

して、地震の揺れと津波に関してこういうもの

を機能するようにしておかないと、今回の東北

の復旧があれだけおくれるというのも、職員が

いなくなる、働く場所がなくなる、資料がなく

なるということで大変なことになるわけで、宮

崎においてもこういうことを頭に入れて、長期

的に津波と耐震対策ということが必要になると

いうことと、もう一つは、先ほど言いましたよ

うに、医療、食料、情報が完備して、そこに行

けば何とかなるんだという施設をできるだけふ

やすことによって、地域の住民が安心して、い

ざというときにはそこに行けるんだという設備

を完備する努力をやるべきだと思っております。

道路の整備ですが、普通、幹線道路というの

は海に沿って走っております。と同時に、津波

が危険なところは、高台、山側に向ける道路の

幅を広げるというようなものも、都市計画の中

で長期的にやっていくことが必要だと思ってお

ります。

これは議員の先生方には恐縮ですが、この特

別委員会もつくってやられておりますけれども、
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防災というのは仕事の一つだということを強く

明記していただければありがたいと思っており

ますし、これはできるかどうかわかりませんが、

効率的に防災をやるには防災省ぐらいに一括し

てですね。今、国が各省で分割してこういうも

のをやっておりますが、効果が全くわかりませ

ん。どれだけ投資しているのかも全くわかりま

せん。厚生省だったり国交省だったり、すべて

の省庁が絡んでいるんですが、一括して統括す

るようなものが必要かなと思っております。

津波のイメージ、コンピューターシミュレー

ションでありますが、宮崎の外所地震を再現し

たものであります。

地震が起こった場合に、どのような津波が宮

崎市付近に押し寄せるかをシミュレーションし

たものです。

335年前、1662年に宮崎県下に大きな被害を与

えたと言われる寛文の地震の津波を参考にして、

現在考えられる最も大きな浸水被害を想定しま

した。

最初のものは、宮崎市の沿岸全域で津波の押

し寄せる様子をアニメーション表現したもので、

わかりやすくするために高さは500倍に拡大して

あります。後のほうは、宮崎市の河口周辺の海

側からの写真にアニメーションによる波を重ね

て津波の押し寄せる様子を表現したものです。

使用した写真は、宮崎県警察本部航空隊に御

提供いただきました。どちらも時間は120分を圧

縮して１分足らずで表現されています。

地震発生直後、津波はこの想定では引き波か

ら始まります。そして１回目の押し波が到達し

浸水域ができます。その後、２回目の大きな押

し波が到達し最大規模の浸水が起こります。

なぜ企業防災が必要かというようなことをお

話ししたいと思います。現在、行政が地域のハ

ザードマップを整備しておりますけれども、企

業の被害想定に対する行政の財政支援的なもの

をして企業のハザードマップをつくって、企業

が被災後も事業が続けられるような計画と対策

をしてほしいということが理想であります。そ

ういうことが実現すると何が起こるかというこ

とでありますが、企業とその従業員が健全になっ

て地域の被害が激減して、行政の対応とか復旧

・復興費が激減して地域が健全というように、

正のスパイラルに入っていく効果があるという

ことで、今までは、行政が防災対策する、自助

ということで住民、地域で共助ということでや

るという枠組みで、企業は生産するだけという

ようなイメージでありましたけど、これをぜひ

今後は進めていくべきだと思っておりまして、

これが県民一体となってというような意味もあ

ると思います。こういう正のスパイラルになり

ますから、いいと思っております。

行政と民間とかＮＰＯと企業の３つというの

は、色の世界でも、３つの色があればその組み

合わせですべての色が出せる色の三原色という

原理がありますが、行政と民間と企業、この３

つがうまく機能し合っておのおのの力を出し合

うことによって、どんな力でも出せる可能性が

出てくると思っておりまして、企業が今まで抜

けていたと思います。阪神大震災以降、ＮＰＯ

が出てきましたが、それ以前は行政だけという

ことでありました。やっぱりここだけでは弱く

て、企業を巻き込むことが非常に重要なことだ

というのがだんだんわかってきたと思っており

ます。

企業の被害想定でありますが、これは市町村

等がハザードマップを出しておりますから、企

業の人がちょっとそれを見て、自分の立地場所

を確認してどういうところにあるかというだけ
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で、企業のハザードマップはすぐできます。こ

れは予算なしでできます。あとは公共施設で実

施しているような耐震診断等の簡便な方法から、

コンピューターシミュレーションを使った高度

な方法による適切な対策であります。これはど

うしても多少予算が必要になりますけれども、

大した予算にはなりません。

もう一つ、企業の防災を進める上の一つの方

法として、企業の防災意識を向上するためには

災害を経験することが非常に重要です。日本で

も、あるいは世界でも災害は毎日のように起こっ

ておりますから、余裕があるところは企業が社

員を災害現場に派遣して、ボランティアをして

もいいし見てくるだけでも構わないと思います

が、その人たちが被災状況を見て帰ることによっ

て物すごく防災意識が高まって、その企業は全

体的に防災意識が高まる、これも正のスパイラ

ルになると思いますから、まずは現場を見せる

というような方策が必要なのではないかと思っ

ております。

コンピューターシミュレーションによる工場

弱点探しというような話をします。これは一つ

やっている例であります。手間と予算が多少必

要ですけれども、現行のやり方に比べて、ある

例では30％程度、70％コスト削減になっており

ますので、こういう手法が非常に有効になろう

かと思っております。要するに断層がすべって

工場全体がどうなるか、どこに弱点があるかを

コンピューターで再現をしていくということで

あります。これのどこが弱いかというのは、工

場内の橋全部を直すということでありますけど、

こういうのをやりますと、こういうところだけ

を補強すればいいということがわかってきます。

あるいはこういうタンク、100立方メートルぐら

いのガスをためているタンクはちょっと危ない

なと思ってやっていたんですが、東北でほとん

どが被災しました。コンピューターシミュレー

ションをやることによってどこに弱点があるか、

弱いわけですけれども、やってみますと弱いわ

けであります。そういうものが今回の東北でも

かなりやられました。

このタンクの上に3,000トンのおもりの空飛ぶ

円盤みたいな、なべぶたみたいなものが乗って

いるんですが、それで圧力をかけてガスを封じ

込めています。ここがぶつかって少し赤くなっ

ていますが、被災して火災が出るというような

ことを起こしております。水のタンクも非常に

重要なんですが、壊れるものがたくさん世の中

にはあるということがわかります。

なぜ防災の目的として産業や企業を守る目的

をもう一つつけ加えなきゃならないかというの

は、私自身が阪神大震災と今回の東北で非常に

感じていることであります。それは先ほど言い

ましたように、ここがやられますと後の経済が

非常におかしくなりますから雇用も生まれない、

なかなか復旧が進まないということで、人の命

を守るという直接的なことと同時に、産業、企

業を守るという防災の目的を、残念ながら今ま

では国でも上げておりません。ですから、２つ

をやっていかなければならない。それはなぜか

といいますと、非常にグローバルな経済体系に

なっておりますから、ちょっとした被害が全世

界に影響を及ぼすということが今回でも起きて

いるわけでありまして、経済活動がグローバル

化しているから、ちょっとした地域の企業だけ

でも全世界に影響して、それが全日本に影響す

るということで、どんどん税収が減ってくると

いうことになりますから、ここを上げないとやっ

ぱりだめだということであります。

そんなところで、まとめの時間になりました
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けれども、とにかく巨大災害で、国家の衰退に

かかわるような災害に対しては、想定外は許し

てはならないということが一つ。危機管理等あ

らゆる可能性を考えて対処することでは、事前

の準備と事後の対処法を備えること、これは軍

隊と全く同じであります。日本は軍隊がありま

せんから、危機管理がどうしても、考え方と同

時に技術的なことも進まないという、いい面と

悪い面があるわけですが、ここを日本はしっか

り今からやっていかないと後進国になってしま

うというふうに感じております。以上でありま

す。

安全を確保するには膨大な投資をしなきゃな

らない。これは万里の長城でありますが、膨大

な投資をしたわけです。今はこれは何に使われ

ているかというと、観光資源として使われてい

ます。聞きますと年間2,000万人ここに来るわけ

でありまして、入場料3,000円なんです。だから、

どれだけ外貨が稼げるかということで、膨大な

投資をすれば時を超えて収入を得ることができ

るという一つの例じゃないかと思います。

ちょっと過ぎましたけれども、これで終わり

ます。

○井本委員長 ありがとうございます。

では、村上啓介准教授、よろしくお願いいた

します。

○村上准教授 宮崎大学工学部の村上といいま

す。河川災害とか水災害、水工学というのが私

の専門になります。

きょうは津波の話ということで、私が常日ご

ろ思っている、津波の被害について少しお話し

したいと思います。

津波減災の第一の目的は何かといいますと、

人命を守るということが第一、死者数ゼロ。そ

のためには、これは非常に単純な話ですけれど

も、避難が必要なんです。津波というのは、地

震が起きて時間をかけてやってくる場合もあり

ますし、すぐ来る場合もありますけれども、と

めることができないんです。なかなかとめられ

ない。逃げるしかない。非常に単純な話ですけ

れども、ここが津波防災の勘どころになります。

適切な避難行動のためには、やっぱり日ごろか

らの訓練が大切、避難の大切さを理解してもら

うことが重要、いわゆる特効薬はないというこ

とを理解していただくことが非常に重要になり

ます。

きょうお話ししたいポイントは、お配りした

資料にも書いていますけれども、６つほどあり

ます。１つ目は安全な避難場所と避難経路の確

保、２つ目は土地利用の誘導による災害に強い

地域づくり、３つ目は防災施設、防災拠点、そ

してライフラインの点検と補強、４つ目が防災

情報伝達体制の整備と確実な運用、５つ目が災

害に強い地域づくり、６つ目が防災意識の向上

と防災教育、避難訓練の充実。「津波防災で重要

となるポイント」と書いているんですけれども、

実は河川災害でも同じようなことが上がってき

ます。河川であろうが津波であろうが、防災の

勘どころというのは非常に類似しているという

ことをまず知っていただきたいと思います。だ

から、津波は特別なものではないんだというこ

とを知っていただきたいと思います。

津波ですけれども、これは皆さん御存じのよ

うに、日本の場合ですと、フィリピン海プレー

トが沈み込んでユーラシアプレートがはね上

がって、実際には津波が発生してということに

なります。これは今回の３.11の津波被害の範囲

を示したものでして、赤で書いたぽつぽつは津

波の遡上高になっていますけれども、これが今

回の津波の範囲になります。非常に広い範囲で
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す。千葉県ぐらいから北は北海道、これが1000

年オーダーの出来事である。もう一つ、大分以

前になりますけれども、ここでは三陸津波とい

うのが起きています。青で書いた範囲が大体100

年オーダーの出来事ということで、今我々が考

えているのは、100年オーダーで起きるような津

波に対しては防護の対応で頑張っていけるん

じゃないか。ただ、リターンピリオドが1000年

ぐらいになりますと、やはり減災というイメー

ジを持ちながら対応していくことが重要であろ

うということで、これが今回の津波の一つの大

きな教訓となろうかと思います。

先ほど６つほど上げましたけれども、１つ目

の話、安全な避難場所と避難経路の確保という

ことで、話は非常に簡単ではあるんですけれど

も、実際このことを真剣に考えてみると非常に

難しいんです。これは日南市の大堂津地区です。

ここは非常に特異な地形をしていまして、我々

はさしと言いますけれども、岬のような地形が

出張っています。東南海・南海を想定した場合、

大体25分で津波が到達するということです。避

難所はこことこことここということになってい

ます。これは指定避難場所です。通常、避難の

情報が出るまで５分ぐらいかかる。その後、徒

歩で20分ぐらいかけて避難できる範囲は一体ど

こかというのを、道路のネットワークの走り方

など全部情報を入れていきますと、実はこのあ

たりの人は16％ぐらい避難できなくなっちゃう

んです。５分ぐらいおくれると、さらに避難で

きない方がこれだけふえていくということで、

避難所というのは行政がぱっぱっと決めていく

んですけれども、それをきちんと精査してみる

と避難できないところが意外と出てくるんです。

安全な避難というのは「言うは易く行うは難し」

ということで、この辺、今回の津波の被害の教

訓として行政の側にいる方にはきちんと精査を

していただきたいということが一つ。

例えば、ここに避難所を新たにつくるとどう

なるかといいますと、皆さんがきちんと避難し

てくれれば、避難できない人はわずかこのあた

りの方だけ。ここはほとんど人が住んでいない

ところですから、ほぼ100％の避難。ただ、やは

り５分でも避難がおくれると若干避難できない

方が出てくるということです。これは後で、災

害情報とか避難対応の大切さのところでお話し

したいと思いますけれども、ここでは、避難場

所の配置というのはきちんと集めてやっていか

ないといけないということをまず御理解いただ

きたい。

もう一つ、先ほど原田先生のほうからも避難

経路の話が出ましたけれども、これはこの前の

３.11のときの宮崎日日新聞の記事です。「周辺

渋滞、車立ち往生 周知と迂回路確保へ」とい

うことで、まさに宮崎県で同じようなことが起

きているんです。車で避難をしよう、あるいは

車が通行しているところが実は避難路であると

いうような場合、そこは通れなくなるというこ

となんです。車の避難というのは非常に大きな

問題として今回上がってきています。えびの市

で18年７月の豪雨のときに避難状況を調査した

んですけれども、下のほうを見ていただいて、

どういう手段で避難したかというと、徒歩で避

難しなさいと行政は言いますけれども、実情は

車です。60歳未満の方のおよそ６割以上の方は

車、60歳以上、高齢者になっても半数弱ぐらい

の方が車、徒歩で避難される方はほんの少しで

す。これは車社会の一つの大きな問題というこ

とで、新しい問題じゃなくて古い問題なんです。

これは長崎豪雨、1982年の調査の結果です。

洪水によって亡くなられた方がどこで亡くなっ



- 9 -

たかという調査結果です。自宅とか自宅付近で

亡くなった方が12名いらっしゃるんですけれど

も、実は同じ数、車で亡くなった方がいらっしゃ

います。自動車が河川に転落、あるいは路上で

自動車内で溺死ということで、車での避難とい

うのは非常に危険な行動ではあるんですけれど

も、車で避難をしているのが実態です。特に遠

くまで避難をしなくちゃいけない、近場に避難

所がないという場合にはおのずと車の避難に

なってしまいます。高齢者が避難する、年寄り

を乗せていかなくちゃいけないという話です。

ですから、避難経路をきちんと確保すると。命

の道路をきちんと守るということは、実は防災

の非常に重要なポイントとなります。

それから２つ目、土地利用の誘導による災害

に強い地域づくり。これは岩手県の田老町とい

うところです。皆さん、今回の震災で行かれた

方がいらっしゃるかもしれません。ここは津波

太郎と言われるぐらい津波の被害が大きなとこ

ろでして、明治三陸のときにはこの地区の約８

割の方が亡くなっています。昭和三陸でもやは

り３割ぐらいの方が亡くなっているということ

で、昭和９年でしたか、ここにこういう形で堤

防がつくられ始めました。高さが10メートルで

す。この堤防のこちら側に住民は住みましょう

ということで、土地利用がそうなったわけです。

その後、漁村ですので、海に近いところでの生

活が便利だということで、だんだんこちら側に

人が移っていってしまうんです。そこでまた新

たにこういう堤防を農水省がつくっていくこと

になったんですけれども、今回、ここが破堤す

るという悲劇が起きた。

明治三陸の津波がここで、昭和三陸がここで、

今回の津波はここです。確かに今回の津波は明

治三陸を大きく上回った津波ではありました。

ただし、ここが破堤してしまった結果、数字が

小さくて恐縮ですけれども、こちら側の深水、

津波でつかった水の深さはおおよそ８メートル

ぐらいです。それに対してこちらは15メートル

を超えるということで倍ぐらい違うんです。今

回、この地区の６％ぐらいの方が亡くなられて

いますけれども、その方の住まわれていた場所

はこちら側になります。

ということで、一度土地利用で安全な地域づ

くりをしたんだけれども、その後、その土地利

用がうまく生かされずに被害が大きくなってい

るということで、適切な土地利用規制は、減災

を考える上ではきちんと行政の立場の方がやっ

ていかなくてはいけない仕事だというふうに認

識しています。

これは救われた事例です。宮古市の姉吉とい

うところですけれども、三陸に行きますと、こ

こよりも先に住むな、ここよりも海側に住むな

という石碑が立っているところがたくさんあり

ます。姉吉というところはこの教えを実直に守っ

たわけです。ここは三陸の津波のときには生存

者２名という悲惨な状況だったんですけれども、

今回は建物被害なし。３名の方が亡くなってい

ますけれども、この３名の方は実はここで亡く

なったわけじゃなくて、どこか別のところで亡

くなっている。だから、ここにいらっしゃった

方は全員が助かった。土地利用というのは非常

に重要になります。

３つ目、防災施設、防災拠点、ライフライン

の点検と補強。今回の津波の特徴的な被害は、

堤防を越水、越えてきます。越えてくると、こ

の越えた水の勢いというのはすさまじいもので

して、土木の用語で天端といいますけれども、

天端部分はこういう状況になってきます。裏の

りが洗掘されていって、中に詰まっている砂が
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全部流されていく、そうすると破堤します。破

堤することによって浸水深が一気にわっと２倍

ぐらいに上がっていく。こういうのはきちんと

日ごろから点検をしておく必要がありますし、

さらに強度の足りないところは補強していく、

これを怠るとこういう被害を招いてしまう。こ

れは行政の土木、県土整備部のほうできちんと

やっていただきたいということです。

もう一つ、海岸部分には護岸がたくさんあり

ます。この護岸の壊れ方が非常に特徴的です。

津波が沖から来るんだから護岸は陸側に倒れる

だろうと思われますけれども、実はここの護岸

は海側に倒れる、ぱたんとこちら側に倒れてい

る。これはなぜかといいますと、越水した水が

陸上に上がって、今度はその水が引きますけれ

ども、引くときには水は一気に土地の低いとこ

ろに集まってしまう。ちょうどここに放水路が

あるんですけれども、一番低いところなんです。

引き波でだあっと物が壊れていく、その次に来

た津波で一気に浸水深が大きくなるということ

で、さらに見ていただくと、用心鉄筋にもなら

ないような細い鉄筋しか入っていない、ほとん

ど強度のないような鉄筋、すぱっとここでコン

クリが切れています。こういう壊れ方をするわ

けですけれども、構造物というのは必ず弱点が

あります。そういう弱点をきちんと見つけて補

強する、これが防災施設をつくっていく上での

非常に重要なポイントになりますので、この点

は漏れなくやっていただきたいという部分です。

それから４つ目、防災情報伝達体制の整備と

確実な運用。これも宮日新聞です。「直ちに避難

せず42％」、実は東北地方で、あれだけ一生懸命

防災訓練をやって津波被害に対して模範的な地

域と言われているにもかかわらず、「直ちに避難

せず」という方が42％いらっしゃる、58％の方

が大津波警報を見聞きしなかったということな

んです。ただし、津波警報を聞いた方のうち約

８割の方は「避難をしなくてはいけない」とい

うふうに思われたということですので、やっぱ

り情報をきちんと伝える。伝えることによって

その人が動く。確実な情報伝達というのが、津

波に限らず、河川災害でも非常に重要になって

きます。

ただし、情報の伝達というのは非常に悩まし

い、いろんな問題がそこにあります。「避難しな

い住民 情報取得行動の問題」と書いています

けれども、三陸南地震、2003年の地震です。人

的被害はなかったんですけれども、地震が起き

て、92％の方は「地震から津波の発生を考えた」、

やはりモデル地区ですから、皆さん、揺れると

津波ということが頭にすぐ浮かぶ。ただし、実

際に避難した人は1.7％ということ。これはなぜ

かといいますと、約７割は「避難勧告や避難指

示が出てから避難しようと考えていた」、実は津

波情報発令まで12分もかかってしまったという

ことで、情報を待つ、情報が次に何が出るんだ

ろうか。防災訓練をすればするほど、次の情報

を聞いて動こうという行動をとってしまう。そ

れは「情報取得行動の優先」と言います。そう

いうふうになってしまう。こういうことが大き

な情報がきちんと伝わらない部分になります。

これは防災訓練とか防災教育をきちんとやって

情報の使い方を知っていただくことが非常に重

要になってくると思います。

それからもう一つ、情報がきちんと伝わらな

いのにバイアスというのがあります。ある災害

情報が出て、個人にそれがストレートに伝われ

ばいいんですけれども、受け手側の人が持って

いる過去の経験であるとか物の考え方が実は邪

魔をする。そうすると伝えたい側の情報がきち
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んと伝わらない場合がある。これも非常に災害

情報の伝達分野では問題となりまして、バイア

スといいますけれども、バイアスをいかに減ら

すか。そのために防災訓練とか防災教育をきち

んとやっていかないといけない、地道な取り組

みをしないといけないということになります。

地域の中できちんとやるのはなかなか難しいん

ですけれども、そこをやっぱりこつこつとやっ

ていくしかないし、行政はそれを後押ししてい

ただきたいということです。

災害に強い地域づくり、これは５つ目になり

ます。今回の津波による犠牲者、先ほど原田先

生も似たような図が出てきましたけれども、65

歳以上の高齢者が死者のうちの55％を占めたと

いうことです。これは高齢化率で言いますと、

岩手、宮城、福島が20％強ぐらいですので、大

体高齢化率の２倍。宮崎県も多分似たような高

齢化率だと思います。ですので、同様の津波が

来ることを考えれば、このぐらいの割合の方が

犠牲になってもおかしくないということで、子

供や高齢者を含めて災害弱者への対応をやって

いく必要があるということです。

これは一つの事例ですけれども、老人ホーム

の黄色い建物がありまして、ここはきちんと自

分たちで津波が来たらどこに避難をするか決め

ていた。鉄筋の建物ですから３階がありますの

で、そこに避難をしようということを決めてい

たわけです。これは仙台のちょっと下の名取市

です。それで、今回の地震でそういう行動をし

ていたやさきに、行政の方が来られて、「おたく

の施設の公的避難場所はここです。閖上中学校

ですので、ここの方を全部こっちに動かしてく

ださい」ということが伝えられた。実はこれ対

応のミスマッチということでして、施設の方は

自分たちでここに寝たきりの方とか車いすの方

を上げていたんですけれども、公的機関から公

的なところに行けと言われれば、悩んだ末、そ

ちらに行かざるを得ない。そうすると、こちら

にスタッフの半分が残り、こちらにスタッフの

半分が行きと、完全に力は二分されてしまって

避難がおくれて、実際には50名弱の方が水死し

てしまうというような悲劇が起きています。こ

ういうことが起きないためには、施設、あるい

は行政、地域が、いざというときにはどういう

行動をとるんだということをお互い知っておく

必要がある。それが高齢者、災害弱者に配慮し

た災害に強い地域づくりではないか。これは防

災マップづくりとかを土々呂でやったときの写

真ですけれども、こういうことをきちんと積み

重ねていく取り組みというのは、地道ではある

んだけれども、やっぱり続けていかなくてはい

けないことだということです。

一つ、いい取り組みの事例として日向の細島

があります。ここはまちづくりの中できちんと

防災というのをとらえてやっていらっしゃる。

細島は、日向灘でも東南海地震でも津波が危惧

されるところでして、ここのおもしろいところ

は、自分たちで避難所を決めています。我々は

１回ここに行きまして、避難所の高さをチェッ

クしてみましょうと。避難所の標高を調べてい

きますと、住民の方はここが一番高いと思って

いたところが、標高を実際入れていくと実は一

番低かった。非常に住民の方は不安になりまし

て、ここに避難して、もしもここがだめだった

場合はどうするかということで、さらに上に行

く小道があるということなので、この避難所に

「もしもの場合は上に行け」という掲示板をつ

けて、さらに上に逃げられるようなところをつ

くろうと。まちづくりの中でこういうことをやっ

ていらっしゃるということで、これはモデル的
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な取り組みではないかということで、あちこち

で皆さんにお知らせしているところです。こう

いう取り組みを宮崎県内で広めていっていただ

きたいと思います。

最後になりますけれども、防災意識の向上と

防災教育、避難訓練の充実。これも当たり前の

話ですけれども、これは８月何日かの日経新聞

です。「１メートルの津波であなたは避難します

か」と言われたら、以前は６割の方は１メート

ルでも「避難する」と言っていたけれども、３.11

の後は38％に減ってしまったと。これは、ここ

に書いていますけれども、津波の高さが10数メ

ートルとか言われると、たかが１メートルとい

うふうなとらえ方になってしまう。これはある

意味、バイアスがかかっちゃうんです。１メー

トルにも満たない津波で人間はどうなるかとい

うのがこのビデオです。横軸が深さ、縦軸が流

速です。ひざ上ぐらいの津波が向こうからやっ

てきます。人はひざのちょっと上ぐらいで簡単

に流されていきます。ひざ上60センチぐらいで

すと、秒速1.5メートルぐらいで人は簡単に流さ

れ始めます。これが境界線になります。ですか

ら、１メートルと言わず、50センチでも人は必

ず流されていくんだということを知っていただ

いて、そういうことを防災教育あるいは防災訓

練の中で伝えていく取り組みを、具体的なイメ

ージとしてやっていくことが重要と。

最後のスライドになりますけれども、さらに、

防災教育が必要だと。これは宮崎の海水浴場で

アンケート調査をしました。「津波を身近な驚異

として感じていますか」という回答、「強くそう

思う」「そう思う」「あまりそう思わない」、こ

んなアンケートをとると、年齢順に並べるとき

れいにこんな感じになります。年配の方は、外

所の話とか日向灘沖地震のこととか気になる部

分もあって、そういうことを昔聞いたというこ

ともあって高い。高いといっても半分程度です。

ただ、10代、20代、極端に低いんです。こうい

うところにきちんと情報を伝えていかないと、

この人たちが10年後、20年後、30年後、この年

代になったときに、このグラフは恐らくもっと

向こう側に寄ってしまって、ほとんどだれも津

波のことなんて気にしないということになると、

それがまた悲惨な状況を招く。やはり年齢によっ

て大分違うということで、こういう年代に対す

る防災教育を小さいころからきちんとやってい

くことが非常に重要です。

これが最後です。救われた事例、宮古市の角

力浜です。ここには40世帯、110人が住むんです

けれども、高齢化率40％で、物すごく高いとこ

ろです。ここはほとんど被害がなかったところ

です。ただ、ここは防波堤も何も防災施設がな

いところです。ここの人たちの話では、「海岸付

近に居住する以上、津波への備えは当然」「個々

で逃げる意識を持つことが人的被害を減らす」

「地道な防災意識を高めるしかない」、地元の方

がこういうふうに言われているんです。こうい

うふうに思われている方が住まわれているとこ

ろは、典型的なリアス式で、１人亡くなってい

るんですけれども、ほぼ全員無事ということで、

最初に言いました、特効薬はない、地道な努力

を積み重ねることをやっていかざるを得ないと

いうことです。

きょうは６つほどポイントを上げさせていた

だきましたけれども、ぜひともその視点で防災

ということでやっていただきたいと思います。

以上です。ありがとうございました。

○井本委員長 それでは次に、辻利則教授、お

願いいたします。

○辻教授 こんにちは。宮崎公立大学の辻とい
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います。

私の研究は、コンピューター、インターネッ

トとか通信関係、情報工学、情報教育関係を専

門にしております。防災についても４～５年ほ

ど前から活動しておりますので、その発表にな

ると思うんですけれども、余り難しいことでは

なくて、コンピューターというと、難しいとか

セキュリティーが何とかとか、コストが高いか

らという形で、導入しようかどうかというとこ

ろで入り切れないところがあると思うんですけ

れども、言葉としてコンピューターリテラシー

というのはおわかりですか、コンピューターを

どうやって活用するか、ワードとかエクセルの

活用の仕方をコンピューターリテラシーといい

ます。もう一つの言葉として情報リテラシー、

情報をどうやって活用するか。それはコンピュ

ーターを使わなくてもいいわけです。新聞でも

いいし、ラジオでもいいし、テレビでもいいし、

いろんな情報をどうやって活用すれば一番いい

のか。それを災害に向けたものが災害情報リテ

ラシー、災害情報をどうやって手に入れるか、

どうやって使うかということです。ですから、

これはコンピューターとかではなくて、コンピュ

ーターのことを知らなくても、どういう情報が

欲しいかを自分たちで考えていくことが大事だ

ということで、きょうは私が考えている例を出

しますけれども、本来は自分たちでこれを考え

ないといけない。創造とかいろいろ後で言いま

すけれども、そういうことをやっていただきた

いと思って発表いたします。

私は６月の下旬に、県の災害情報ボランティ

アで福島のほうに６日間だけ行かせていただき

ました。そこでもいろいろな経験をさせていた

だいて、４カ月ぐらい過ぎた後だったけれども、

まだまだだめだろうなと思いますし、床上浸水

みたいな形で考えていたんですけれども、津波

というのは砂もまざっているので、ガラスも全

部割れて中がごちゃごちゃになっているんです。

それの瓦れき処理ということなので、今暑い中

でやっていらっしゃるボランティアの方も大変

だと思いますけれども、そういった市民活動と

いうものも大事になってくると思います。

きょうはまず、コンピューターとかいう前に、

災害時の要援護者支援というのを宮崎市のほう

で昨年一緒に活動しましたので、災害時要援護

者支援の課題についてのお話と、これは私の思

いになるかもしれませんけれども、それをやっ

て感じたこと、大切なことをお伝えして、ＩＣ

Ｔ、情報技術を使って幾つかえびの市のほうで

実験していますので、それとアイデア、こんな

ことが考えられますよというのを説明したいと

思います。

黒い四角が人口の比率ですけれども、被害に

遭った比率がグレーになっています。資料のほ

うにはないんですけれども、先ほどのと同じよ

うに高齢者が被害に遭っているというデータで

す。どの災害でもそういうことが言えます。今

回やるのが要援護者ということで、高齢者、障

がい者、赤ちゃんとかも含まれます。こういっ

た方をどうやって避難させるかですけれども、

宮崎のほうでは新燃岳でも避難準備情報があっ

たと思います。これが出ると要援護者を避難さ

せるということですが、都城とかでもあります

ように、避難させるのはいいんですけれども、

だれが避難させるかが問題になるわけです。動

けない方をどうするかということです。今わかっ

ているのは行政に任せていても無駄だというこ

とです。行政ができないというわけではなくて、

数が多いですから行政では無理です。結局は共

助ということで地域でやっていかないといけな
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い。

どこも避難支援計画をつくられていると思う

んですけれども、宮崎市のほうではそれとは別

に、地域で避難支援計画をつくるためにはどう

いう話し合いをしないといけないんですよとい

うマニュアルをつくられています。これは非常

にいいことだと思っているんです。今まで計画

だけつくって、その後の普及活動は行政でやら

れていないのが現実だと思います。ですから、

普及活動というものに手を伸ばしたというとこ

ろになります。手順１、みんなで集まりましょ

う。手順２、どうやって話し合いをすればいい

か、そして何をつくったらいいのか、だれを集

めたらいいのか、どんな問題があるのかという

ものをまとめてあります。

これは平成22年の２月から１年間かけて大塚

のほうでやったものです。大震災があったから

というわけではなくて、その間に震災があった

ということになります。この場合が１回目でし

たのでマニュアルはありませんでした。このと

きの会議の内容が、地域でなかなかこういうの

が普及しない原因だというふうに思っています

ので、そこをどうやってみんなで補っていくか

ということだと思います。

もう一つは、これはどこがやったかというと、

市役所の方がやられたわけです。メーンでやっ

たのではなくて、「やりましょうよ」と声かけを

やるわけです。これは非常に大事なことだと思

います。それはなぜかというと、民生委員の方

もやりたいと思っていたんですけれども、でき

なかったんです。「10年前から私はやりたいと

思っていた」、でも、民生委員の人が呼びかけて

もだれも集まってくれない。そこに市の方が「一

緒にやりましょう」と呼びかけると、自治会長

さんも出てくるし、市の方が後ろに座っている

だけで地域ができ上がっていく。行政が中に入っ

てじゃなくて、きっかけになるような動き方も

あるんじゃないかと思います。

中身に入っていきますけれども、こういう防

災訓練をやりました。防災訓練に来られるのは

高齢者の方がほとんどです。これではいけない

んですけれども。

どういう課題があったかというと、まず支援

体制、タイプが幾つか分かれます。民生委員と

か支援をつくる側です。今言われているように、

民生委員の苦労、なり手も少ないということだ

と思います。そして要援護者の方１人につき２

人ぐらい支援者を探さないといけないんです。

これをだれがやるかということです。隣の家の

人に言ってもだれもやってくれません。それを

どうやって募るか。それをやられたのが民生委

員の方なんですが、これは負担大なんです。自

治会に未加入の人はどうするのということです。

自治会加入率が大塚町の場合には50％ぐらいで

す。２万人の人口で50％の世帯、未加入の要援

護者の支援はしないのということです。ほかの

組織との連携、先ほどから言われていると思い

ます。これが支援体制をつくるときの体制側の

課題です。

それと避難支援者、連れていく人。これは子

供がやっていますけれども、要援護者を避難所

まで連れていく人。どの程度負担すればいいん

ですか、どこまで私たちは避難援助すればいい

の、途中けがさせたらどうするんですか、だれ

が責任とるのとか、そういうのが話の中で出て

きます。だれが連絡するんですか、いつ私たち

にだれが連絡してくれるんですか。何で、電話

で、携帯でということです。完了したところを

どこに報告すればいいのか、こういう課題が出

てきます。こういうのを自治会に任せているよ
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うな状況です。

そして災害時要援護者の方にも課題はあって、

私もそれに入るのという方もいらっしゃるし、

余り外とつながりを持たない、お話をされない

方も出てくるわけです。個人情報はどうなるの

かということです。

先ほどから言いますように、中央西の場合に

は19.69％の高齢化率で49％ぐらいの自治会加入

率。これをずっと見ていくと、高齢化率が高く

なると自治会加入率は高くなるということです。

ですから、若い人が自治会に入っていないし、

集合住宅の方が入っていないということです。

今みたいに継続してやっていくことも大事です

けれども、一番大事なのは、最初写真を見せま

したけれども、防災訓練に若い人がいないわけ

です。若い人をいかにして連れてくるかを考え

ないと、このままだとだれも防災訓練に来なく

なってしまうことになるんではないかと思うわ

けです。何をどうするかを考えないといけない

ということです。

防災というのは、これは自治区でやっていま

すけれども、団地ごとに自治会があって、そこ

で防災の対応をします。私はえびの市も研究し

ていますが、えびの市は高齢化率35％。宮崎は

平均が21％だからどこも20何％かと思っていた

ら、違います。ある団地は団地自体が高齢化し

ていて40％の高齢化率で自治会加入率は90％と

か、田舎と同じような、自治会加入率の高いしっ

かりしたところもありますし、アパートとか集

合住宅にはかなり若い人が住んでいて低い。で

も、自治会に入っていないからといって、そこ

を無視するわけにはいかないということが課題

です。

それをまとめていくと、自治会組織間の連携、

そして要援護者の基本情報、避難支援者の確保、

だれが要援護者を避難させるか非常に難しいと

ころです。自分の知らない人が家に来て連れて

いってもらってもちょっと怖いです。災害時の

連絡体制、今、電話連絡網をつくってやられて

います。大塚町でもつくられました。電話番号

の打ち間違いとかいろいろあって、練習をやっ

たときには全部するのに２時間かかっています。

電話でいいのかなと思ったりもします。そうい

うのは高齢化とかが原因になります。

ここは思いです。難しいというのはわかって

いますけれども、３.11があったからそれは言っ

てられんなということで、とにかく連携をして

もらいたいというのがあります。県と市町村の

連携、市や県に行ったりすると、県は「ここま

でしかしてくれない」とか、市は「ここまでやっ

ているんだけど」とか言い分があるわけです。

でも、両方やっているつもりでいたりするわけ

です。悪い人がいるわけではないんですけれど

も、本音で議論していないところもあるんじゃ

ないか。今はどうかわかりませんけれども、３.11

を経験したんですから、本音でうまくやろうよ

という形の連携をとっていただきたいというの

が私の思いです。それと、地域にも子供会とか

いろいろ会がありますけれども、その連携がな

かなかとられていません。自治会までいっても

縦割りみたいな形になっていますので、そこも

うまく連携をとっていただきたいというのがあ

ります。

それと継続です。いろいろな市民活動でも防

災関係でもそうですけれども、プロジェクトが

３年ぐらいで終わってしまうようなのが多過ぎ

ます。50年とか100年単位で起こるような災害に

対して、プランが３年プロジェクト、そして専

門家がいない。これは職員の方の異動とかあっ

て、３年で何ができるかなというのもあります。
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ですから、有能な方は４～５年いてもいいよう

な人事の配置もしていかないと、いつも初心者

の方が来られて勉強して、勉強されたのに、もっ

といてもらいたいのに、またかわっていくとい

うことを継続しています。この機会にそういっ

たことをなくすようなものが必要だと思います。

それと引き継ぎです。幾ら書いたものを文書で

もらっても引き継げないと思います。ＯＪＴ、

先輩と訓練しながら仕事を覚えていくというよ

うな引き継ぎをしっかり組織的にやっていただ

きたいと思います。

それともう一つは創造です。前例主義をやっ

ていたら、いつまでたっても想定外の災害には

対応できないと思います。想定外に対応するた

めには前例主義ではないものをしないといけま

せんし、自分で考えないといけません。先ほど

から宮崎の地盤の話もありましたけれども、そ

れを見て自分たちには何が必要かを考えて、こ

れが必要だということを言っていかなければい

けないんではないか。それを、行政だけではな

くて地域や企業の方も含めて一緒に考えていけ

るんじゃないか、今だったらそれができるんじゃ

ないかと思います。

後は駆け足で説明しますけれども、えびの市

のほうで情報技術を使ってということで、えび

の市も災害があったわけです。先ほどありまし

たように災害にはいろいろな不安があるんです

が、これを情報技術を使ってどうにかならない

かということでやっています。今、えびの市の

場合、情報を得るのに何があるかというと、防

災無線とテレビぐらいしかないです。テレビで

えびの市の放送があるかというと、なかなかカ

メラマンの人は来てもらえませんので、宮崎市

の情報をえびの市で見ているみたいなのが多い

わけです。だれもえびのまで来れる足もないで

しょうから。そうすると余り情報はないわけで

す。あとは防災無線です。インターネットがあ

ればインターネットからの情報も得られるとい

うのはある程度想像はできると思います。でき

ないのではないかと思われると思いますけれど

も、そのために実験では無線ＬＡＮというのを

立てて、アイポッドタッチとかＰＳＰ―これ

は４年前だったのでまだアイポッドというのは

なかったので、こういうのをお配りしてやりま

した。このアイポッド、アイフォーンを使えば、

ラジオも聞けて、メールも読めて、ホームペー

ジも見られて、川の写真も見られる。いろんな

ものをつけて、これで情報はすべてオーケーと

いうようなものをつくってお渡ししました。講

習会もやりました。今も講習会だけは続けてい

ます。

これが成功してこれでいいんだということに

なればいいんでしょうけれども、問題はありま

す。リテラシーの問題です。高齢者だからなか

なかインターネットは理解してもらえませんが、

パソコンを何も知らなくても、タブレット端末、

タッチ式のものは高齢者の方でも十分使えると

いうことがわかりました。じゃ、みんなにやろ

うと思いますけれども、最大の問題はコストで

す。「皆さん、インターネットに入ってください。

毎月6,000円で」と言っても、年金が５～６万円

しかもらえない方が毎月5,000～6,000円払える

わけがないわけです。コストを下げないと、幾

らＩＴ使ってもこれは無理なわけです。きれい

で格好いいというのはあるんですけど、それで

は無理なわけです。今やっているのは、一つは

携帯電話、かなり持っていらっしゃる方が多い

ので、携帯電話を使った情報。これは避難所を

地図で表示する携帯電話の画面です。そういう

ものをつくったり。
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これは行政の方にお聞きしたいんですけど、

避難所が県全体で同じ書式で公開されているの

かどうか。ホームページを見ていくと各市町村

全部書き方が違うんです。だから、これをデー

タベースにしようと思うと、データベースは同

じ書式でしないとできないんです。これでいい

のか。災害時どこに逃げればいいのか。今、災

害箇所の見直しをやられているので、またでき

ると思うんですけれども、そう思いました。

これは、ＩＣタグを使って何かできないかと

いうことです。先ほどは、コンピューターの使

い方がわからない、お金がないということです。

それに対応したものはないかということで、Ｉ

Ｃタグを使った見守りというものを考えていま

す。これも詳しい説明はいたしません。これが

今、私が創造しているということです。こうい

うのを使って、お金がないんだったらお金がな

いなりの方策をみんなで考えればいいんです。

そしたらできるわけです。ＩＣＴはお金がすべ

てではないので、なければないなりのことが出

てきます。例えば、ラジオは中越地震でも東日

本でも……。私はインターネットとかを教えて

いますが、一番いいのはラジオです。ラジオは

端末が500円とか1,000円でも買えますし、電池

があればいい。パソコンだとちょっと難しいで

す。

枯れた技術、最初に言った情報リテラシーで

す。安いもの、世の中にあるものをいかに活用

するかをみんなで考えましょうということです。

枯れた技術だとお金も安くつきます。創造とい

うことでラジオを使いましょう。融合という言

葉がありますが、インターネットと融合すると

使うことができます。平常時、ラジオを使って

もらおうと思ったら、音楽番組をラジオで流そ

うとか、今も放送局がありますので、そういっ

たものができるんじゃないか。連携―企業、

放送局とか行政の連携。継続―普及活動をし

ないといけませんから、ラジオを学校の教育現

場に使ったり、マスコミの勉強に使ったり、学

校で放送してもらったり、みんなでいろいろな

アイデアを出せば、音の編集なんていうのはパ

ソコンでできますし、そんなに難しくない技術

でもあります。ですから、こういうものをみん

なで考えたらいいんじゃないかというのが私の

今回の発表になります。

最後になりますけれども、有効なＩＣＴの活

用というのは、現状を把握して創造する、組織

の連携した取り組み、継続。一番最後に、災害

時の医療チームとかあります。災害時には、県

内の企業、行政、大学でもいいです。そういっ

た災害情報のメンバーが集まるような、平常時

もそういう人たちがここで活動しているような、

災害情報に特化したプロジェクトチームが県内

にあると、今みたいに慌ててシステムをつくる

んではなくて、日ごろからいろいろな使い方、

アイデア、創造していくのじゃないかと思いま

す。ましてツイッターとか、一般の方がそれを

種にしてついてくるということも考えられると

思います。以上で終わります。

○井本委員長 それでは、意見交換会に入りた

いと思いますが、御説明をいただきました内容

を含めして、委員の方から何かお聞きしたいこ

とがありましたらお願いいたします。

○渡辺委員 原田先生に最初にお伺いしたいん

ですが、先ほどの御説明の中で、Ｍ９クラス以

上の地震が起こるという研究の結果は海外では

たくさん出ていたけれども、日本では余りなかっ

たとありましたが、その背景というか、なぜそ

ういうことになっていたのかというところを少

し教えていただきたいと思います。
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○原田教授 背景はわかりませんというのが正

解です。今、地震学とか科学でやる地球科学的

なものは、過去の起こったデータ、基本的には

経験則なんです。300年ぐらいのデータしかまと

もには残っていないわけですが、それによると

Ｍ８ぐらいが100年とか150年で起こっている。

そういうことを明治の初めぐらいから地震学の

人たちが言って、議論もいろいろあったんです

が、その後、100年間やるとそのように起こって

いたんです。同じ場所で同じように。ですから、

そういうふうに信じ込んでいたというしかない。

海外では、科学といえども、少し推論を入れた

り、物理学的なことをいろいろやっていますか

ら、そういうもので広く地球全体を見ているの

と日本しか見ていない違いがあるかもわかりま

せん。その辺の理由は何ともわからないんです

が、少なくとも日本のほとんどの地震学者は、

政府もそれをもとに地図をつくっている、これ

が最大の業績になります。

○渡辺委員 そういう意味で言えば、今回の経

験を経て、専門家の皆さんの経験則も大きく変

わってきている部分があるということですね。

村上先生にお伺いしたいんですが、先ほど堤

防の強度の問題がありました。戻す津波のとき

に裏側から受ける圧力にはもろいということ

だったかと思うんですが、宮崎でも同じ状況が

あれば、ほとんどの堤防で同じ状態、構造上、

裏側からの圧力には極めて弱いということに

なっているんですか。その対策というのは県土

整備部とか国交省含めてやることなんでしょう

が、先生の目から見られて、現状としてそこは

ほとんど進んでいないという認識なのか。

○村上准教授 今回の津波をいろいろ見てはい

らっしゃると思うんですが、海岸堤防とか河川

堤防の見直しというのは、特に県管理の部分に

ついてはやられていないのが現状だと思います。

直轄の部分は結構きちんとやられているんです

けど、県の管理部分は予算の制約もあってなか

なかできない。昭和30年代、40年代につくった

ものがほとんどですので、これは今、設計基準

が変わっていますし、老朽化していますし、か

なり脆弱な状況にあるととらえてよろしいかと

思います。

○渡辺委員 先ほど見せていただいた写真のイ

メージというのは、あそこが特異なものだとい

うよりも、あれがまさに一般的だと。

○村上准教授 あれは、宮崎でも起こりますが、

日本全国同じような状況ですから、この写真が

特異な箇所で仕方ないということではない、ど

こでも起きると思います。

○右松委員 宮崎県の被害想定について、県の

被害想定、そして各市町村の被害想定は大分改

定してきています。いろいろと見て回って、延

岡市とか先進的に取り組んでいるところは被害

想定をかなり引き上げる動きがあるんですけれ

ども、県の想定としては中央防災会議の結果を

まっているということで、見直しは中央防災会

議と連携してという動きになっているんですが、

被害想定にしても、日向灘地震に関して津波の

高さ５メーター、そして東海・東南海が６メー

ターということで設定しています。その点につ

いて、危機管理という観点から被害想定を早急

に引き上げるべきなのか、それとも県は県とし

て中央防災会議と連動するべきなのか、そのあ

たりの見解をお聞きしたいと思います。

○原田教授 それは危機管理局にも補足があれ

ば後でしていただきたいと思いますが、中央防

災会議は中央防災会議で、南海地震といいます

か、至極大きいのは、中央防災会議では国とし

てやりますということは決めていらっしゃいま
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す。後は都道府県に任せている、そういう体系

になっています。将来的には、先ほど言いまし

たように海溝沿いの巨大地震は日本どこでも起

こりますから、国が全部一括してやってほしい

という気持ちはあるんですが、残念ながら日向

灘とかに関しては国はやりませんから県でやる。

それを受けて市町村がまたやるというふうに３

段階ぐらいになっているわけです。一括して国

が全部やればすっきりするんじゃないかという

気持ちはあります。

○右松委員 いつ起きてもおかしくない状況だ

と考えれば、早い段階で見直しをしていただき

たいと考えています。

延岡市は、宮崎県の被害想定掛ける２倍、そ

れプラス満潮時の高さとかも含めて12メーター

ぐらいで設定を既にしている。設定によって避

難場所が変わってくるんです。私の考え方は、

中央防災会議に余りとらわれて対策をとるのは

よろしくないという考え方です。

○原田教授 県は、ことしじゅうぐらいには日

向灘が出ますし、中央防災会議も来年の早いう

ちにはそれなりのものが出ますから、その間の

１～２年間暫定的に、市町村が少し多目に津波

に関して対応しているという位置づけだと思い

ます。それはそんなにおかしいことではないで

す。

○右松委員 あと２点質問なんですが、企業防

災について原田教授のほうでいろいろ話がござ

いました。宮崎県の減災計画の取り組みの進捗

状況ですが、企業防災については、事業継続計

画の作成促進が100事業というふうに目標を数値

設定しています。この事業継続計画のポイント

などをもう少し詳しく御説明いただきたいと思

います。事業継続計画のポイント、震災があっ

たときにどういうふうに事業継続しているかと

いうことになろうかと思います。

○原田教授 例えば県、各市町村がアクション

プランの中で数値目標を決めて、ＢＣＰに関し

て計画をちゃんと持っている企業を何％にする

かというのは、内容はともかくとしても、ピン

からキリがあると思いますが、ＢＣＰの継続計

画の数値を目標にしている。簡単なものは内閣

府で参考例などありますから、それだけで100％

いくわけですけれども、実際にはその地域にあ

る危険度とかをきちっと企業なりが解釈をして、

企業が本当に実践的な意味でのＢＣＰというと

ころは行政のレベルではチェックできませんか

ら、そういうものをどんどん普及できるインセ

ンティブを与えるような施策はないかと考えて

います。

○右松委員 最後の質問ですが、被害者の被災

場所の状況が出ました。路上で自動車内で溺死

をしている確率が非常に高いということで、ど

うしても高台に行こうと思って自動車を運転し

て逃げる。交通渋滞に巻き込まれて、場合によっ

てはそこに自動車を放置していく人もいるかも

しれないという中で、ふだんからの避難訓練が

大事だと言われておりますけれども、そこは意

識転換で徒歩とか、少なくともそういった形で

意識づけをやっていく必要があると思うんです

が、いかがでしょうか。

○村上准教授 これは非常に悩ましい話でして、

基本的には徒歩でという話になりますけれども、

宮崎のように非常に平地ですぐ近くに逃げると

ころがないようなところは、ある程度車での避

難を前提として考えないといけない。そのとき

に避難の基幹となる道路、県道なのか市道なの

か、そういうのはある程度その地域地域できち

んと見ておいてあげないと、今おっしゃったよ

うにかなりの方が車で避難する可能性がある。
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これは幾ら言っても、先ほどのえびののアンケ

ートもそうですけれども、高齢者の方ですら車

です。高齢者だからこそ車に乗っちゃうのかも

しれません。なので、徹底するのは非常に困難

です。逆にそれを許容した形で、避難情報を出

すタイミングを少し考えるとか、車で来る可能

性を踏まえて避難する場所をつくる。そういう

タイムラグしていくことが必要になってくると

思いますし、そうしないとなかなか避難できな

いことになってしまいます。道路が非常に重要

な存在になると思います。

○髙橋委員 先ほど、原田先生だったと思いま

すけど、道路をできるだけ広げておく必要があ

るとおっしゃいました。道路を広げるどころか

道路がないところが実際あって、私は日南です

けど、日南海岸は海からすぐ山があって道路が

延びているわけです。地元の方々はわき道とか

知っていらっしゃるから、すぐさまそういう緊

急に対応できると思うんですが、あそこは観光

客が年間100万人以上来るわけで、また、千世帯

近く住んでいるわけです。道を抜いておく必要

があるところが宮崎県内にもあるとしたら、日

南海岸のところはあって当然じゃないのかなと、

日ごろから特に3.11を見て思うので、その辺の

御検討があれば。

○原田教授 まさにそのとおりです。多分、国

交省も県も含めて、道路のあり方が、災害時で

の津波ということを全く今まで考えておりませ

んので、そういう項目を入れた整備のあり方と

いうのが今から出てくると思いますから、それ

に向かって長期に１つずつ整備をしていく。そ

の金をどれだけ宮崎県が取ってこれるかという

のは、宮崎県の行政の手腕だと思います。

○髙橋委員 あるんですけど、整備をしてくれ

なかった歴史もあって、富土海水浴場を御存じ

だと思うんですけど、あそこから北郷に抜ける

道があるんです。あそこは大変大事な道路だと

いうふうに思うんで、私たちもいろいろと知恵

を出して頑張ってきたつもりです。

○原田教授 そういうのは南のほうもあります

し、延岡のほうも非常に不便なところがたくさ

ん目につきます。基本の海岸線を走っている道

路に、危険地帯で山手に道路を拡幅する。それ

で、災害時プラス地域の特性を出したような形

で、全国でもそういうことでありますから、宮

崎県にどれだけ持ってこれるか知恵を絞る。非

常に重要なポイントは、災害時の津波という観

点が１つ加わることをアピールする、それをう

まく利用することが重要です。

○中村委員 私も震災の後、４月に気仙沼に行

きまして、６月に三陸を回ってきたんですが、

要所要所に看板が立っているんです。ここまで

逃げたら地震は大丈夫ですよとあるんです。100

年なり50年前の経験があってそういうのが書い

てあるんですね。それを長年の間に人間という

のは忘れてしまって、災害があると山のほうに

おったのが、だんだん下のほうにおりてくる。

それの繰り返しになるんじゃないか。今回、こ

ういう大地震、津波があって我々も検討してい

る。その時代でもやっぱり、みんなが集まって

どうすればいいかというのはあったと思うんで

す。風化してくる。この風化することをどうと

めるかというのが一番大事なことかなという気

もしますし、先生方がおっしゃるようなことは

地震学上大事なことで、きょうは勉強になった

んですが、インタビューなんかで被災者のお話

を聞いていると、昔、じいちゃんがとか古老が

とか、一たん河川がずっと引いてしまったら早

く逃げろと。逃げて助かりましたというのがあ

るんです。この前視察に行きましたが、付近で
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もそういう言い伝えがあるということになれば、

それも集約して、地震学からの研究と経験則か

ら踏まえたものと併せて伝える必要があるん

じゃないかと思うんです。

それともう一つ、危機管理室がおられますが、

共助の精神ということになると、やっぱり公民

館の組織率だと思うんです。組織率が50％、60

％と非常に低い。先ほどのデータの中で若い人

たちの組織の加入率が非常に低いという話であ

りました。これを今からどうするかということ

が非常に大きな課題ではないかと思うんです。

というのは、近所の全然話をしない人を助ける

わけにもいかない。だからコミュニケーション

をとっておかないといけないだろうと思うし、

そのことも大事だろうというふうに思います。

これは失礼なお話ですが、こういう大震災が

あって津波があって、先生方のお話を聞けた。

学者の先生方が平時からお集まりいただいて提

言をお聞かせいただくというようなことがなけ

れば、こういうときだけでいいのかなと。宮大、

公立大、きょう来ていただいたわけですが、ほ

かにも大学があります。大学の先生方も、頻繁

でなくても半年に１回でもいいでしょうけれど

も、定期的に会合をやられて、そういった中で

県民に知らしめる。そしてまた我々に情報をい

ただくというようなことも、これは甚だ失礼な

言い方ですが、そういう学者側からの啓蒙も足

りなかったんじゃないかという気がします。そ

の３点をお伺いしたいと思います。

○原田教授 重要な指摘をいただきまして、こ

ういう自然災害は滅多に起こらないものですか

ら、いろんなものを伝えても、受け手のほうが

基本的には受けつけないところがあります。宮

崎県も特別委員会のほうで、宮崎県の条例をつ

くって「防災の日」をつくられております。年

に１回か２回のケースがありますので、それに

我々も参加していろいろやらせていただいてお

りますけれども、なかなか伝わらないという現

実もあります。歴史上ずっと繰り返しています

から、被災者が出ることを繰り返すしかないん

だろうとは思っているんですが、今言われたよ

うな、平常時の社会システムの中に知識を伝達

するようなものを組み込む方法がないかという

ことで、勉強会をしても専門家だけの話になり

ます。勉強会を２カ月か３カ月に１回、マスコ

ミも含めてやりますと言っても、今は集まって

いただけますけれども、あと１年たてば多分、

どちらかを優先してほとんど集まる人は少ない

ということで、専門家の知識とそうでない人の

知識というのは物すごくギャップがあると思う

んです。伝える努力はしていきますけれども、

なかなか難しいと思っています。

あえてきょうお話ししたのは、人に頼るとい

うやり方も一つの方法ですけれども、これだけ

の経済力を持った日本で、もう少し自然災害の

ハードの部分に投資しておけばもっと助かる人

がふえるんではないかということで、長期的に

ハードの整備をしなければ、高いところに住め

と言ったってそれは無理なんです。高層ビルを

つくって低いところに住む。津波や地震、水害

に対しても安全な構造物をつくる技術を我々は

持っているわけです。多少お金がかかるという

だけの話です。でも、これだけのお金を持って

いる。うまく使えば方法は幾らでもあるわけで

す。その使い方が悪いんじゃないかという気も

一方でしています。だから、両方やらなければ

ならない、地道な努力が必要ですけれども、ハ

ードに少し重点を置いたほうが確実にいけるん

じゃないか。人間というのは何千年たっても災

害を繰り返しています。100％の人が賢くなった
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ら我々の仕事はなくなるんじゃないかという気

がします。これは、別な先生は別な考えを持っ

ておられるかもわかりません。

○村上准教授 今の原田先生の話とはちょっと

違いますけれども、きょうは私、きれいに年齢

で並びますという図をお見せしたと思います。

一番気になるのは、10代の人たちが30年後に40

代になったときに、あのグラフはどうなるんだ

ろうかというのが非常に気になるところです。

今、防災の中でよく言われるのは、もっと子供

に対して防災というものを意識づけしたほうが

いい。現在の30代、40代、50代の方は忙し過ぎ

るんです。だから、自治会にも出てきていただ

けないし、防災訓練にも出てきていただけない。

それはお忙しいから仕方がないという面もある

んです。

あのグラフをきょうお見せしたのは、10代あ

るいは10代以下の人たちに強くかかわるような

取り組みを、学校教育の中で仕組みとして入れ

ていくというのが一つでもあれば、大きな一歩

ではないかと個人的には思っています。ぜひそ

ういう形のものをつくっていただきたいですし、

先ほど言われた災害の伝承ということ、過去に

こんなことが起きた。これは非常にすばらしい

教材になり得るんです。自分の住んでいる地区

を知る、県を知るという意味では。小学校の中

ではそういうのはないと思います。そういうの

を入れていくような宮崎県固有の取り組みが

あっていいと思います。これは私の個人的な意

見です。

○中村委員 辻先生、大塚台で公民館の組織率

をおっしゃっていましたが、組織率が低いと、

田舎に行けばという話もありました。田舎に行

けば高いんでしょうけれども。どうしたら組織

率アップができるのか、そういうことについて

何か考えがありますか。

○辻教授 発表の中で連携ということを言いま

したけれども、自治会同士の連携も余りないん

じゃないですか。会合はあるんですけれども、

避難訓練をするときに、自治会としてすごく一

生懸命やられるところとそうでないところの差

もあったりして参加率も非常に差があります。

今、団地の中で校区が分かれてたりして、学校

に連絡しても違う学校の子供たちが集まってく

るので、自治会では小学校でというのも難しく

なっているなと思いました。私は田舎で育って

いるので、これは大変だなと思いました。団地

と集合住宅とすべて分かれているので、田舎と

か都会とかじゃなくて、それぞれ自治会は違う

問題を抱えているんじゃないかと思います。中

央西でも見守り隊とか一生懸命やられているん

だけれども、その辺が難しい、連携というのが

なかなか難しいところがあるように思いました。

先ほど学校の教育の現場と言われたんですけ

れども、教育の中にこういうのを入れたほうが

いいと思います。避難訓練をやったときに、小

学生が車いすが押せなくなっているんです。え！

みたいな感じでした。福祉のシーズンのときに

車いすとかいって町でやっていたんですが、シ

ーズンが終わったからかどうなのかわかりませ

んけれども、子供たちが車いすのたたみ方とか

知らないんです。防災とか福祉の車いすとか、

小学生は毎年かわるわけですから、ずっと毎年

やっていかないと、シーズンで終わってしまっ

てはいけないんだなと思いました。

地域でも見回り隊をやられているし、企業と

言いましたけれども、新聞配達の人とか牛乳配

達の人、ヤクルトとか、企業の方は家を回られ

るんです。おばあちゃんたちはよくああいうの

を買われたりされるので、そういったところと
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の連携を組織的にできないか。私一人ではでき

ないので、行政とか企業と連携できたらいいな

と非常に思います。

○中村委員 きょう、なるほどと思ったのは、

企業防災。今まで企業防災というのは認知して

いなかったし、考えてもいなかったことを、企

業防災という形で教えていただきました。これ

は今から取り組んでいかなくちゃならない。議

会としても企業防災ということについては初め

て聞いたことで、これは大事なことだなとつく

づく感じたところでした。ありがとうございま

した。

○徳重委員 私たちも災害現場の視察に行かせ

ていただきました。状況はメディアを通して全

国民が知ったわけです。世界にも発信されてい

るわけですが、あの状態は想像できない。「想定

外」という言葉でよく言われるんですが、考え

られないような状況、原子爆弾が落ちた広島の

惨状みたいな形だったかなと私は思っているん

です。

ところが、行っていない人、あるいはメディ

アで見た範囲内ではなかなか実感としてわかな

いんです。県民として。よく話も出るんだけど、

どこでも、大変だったな、大変だったなと。全

国から義援金集めたりいろんなことをやってお

るんですが、宮崎県にあの状態を当てはめたと

きにどういう状態なのか、そういうシミュレー

ションは出てきていないような気がするんです。

どこ辺までがどうなるのか。我々は南三陸町役

場にも行きました。全滅ですね。防災ビルまで

行きました。全滅。隣の病院、４階建てが全滅

なんです。そして船がビルの上に乗っていると

いう状況。最悪の状態を考えてシミュレーショ

ンなり今後の対応を考えるということになりま

すと、あの状態を宮崎県に当てはめたときに、

高岡町まで全滅するんじゃないかとか、行った

人はある程度想定ができるんです。ところが、

それを県民が意識的に考えないというか、「ああ、

大変だったな。また復興するだろうな」という

程度の話になってしまうと大変かなと思うんで

す。そういうシミュレーションをされた状況は

あるんですか。皆さん方の範囲内で。

○原田教授 今、いろんなケースを想定してう

ちでもやっておりますけれども、オフィシャル

には、宮崎県のほうでことしじゅうには、日向

灘でＭ９ぐらいを想定した津波が出てきます。

南海地震に関しては国のほうで来年の近いうち

に出てきます。どういう形で県民に知らせるか

というのは、数字で出るだけではわかりません

から、グラフィックといいますか映像を使うよ

うなものも工夫しながら、今回の東北のイメー

ジがわかるようなものにできればとは思ってお

ります。ちょっと時間はかかりますけれども。

少し考えていたんですが、要するに企業が被

災現場にたくさん行ってほしい、そういう人が

ふえることによって、さっきの議論みたいなも

のも少しずつ上がってくるんじゃないか、防災

意識が上がってくるんじゃないかということと

関連するんですが、宮崎県からいろんなセクタ

ーで東北にかなり支援に行っておられます。そ

ういう方々が何を感じたかというものを集約し

て、全員に話をというわけにはいきませんから、

文章に書いてもらったものを、何人かピックアッ

プして近いうちに発表会といいますか、そうい

うものをマスコミにも流していただいて、感じ

たものを伝えていく。防災意識を上げるという

意味ではそういう繰り返しをやるしかないと

思っております。

○徳重委員 御案内のとおり、宮崎県は400キロ

の全国でも長い海岸線を持っている、そして地
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震の発生が、日向灘あるいは東南海いろんな形

で想定される地域でもありますので、ぜひそう

いったものを早く示して、こういう場合は絶対

こうしなきゃいけないぞということをちゃんと

意識づけるような形をとってほしい、このよう

なことを考えます。

もう一つ、現況を見たときに、お話を聞いた

中で、高速道路が防波堤になったと、これは壊

れていないということです。これはすごいこと

だなと思ったんです。現実に高速道路で受けと

められて、その周辺は、水は上がったかもしれ

ませんが、家がそのままきれいな形で残っておっ

たと。一方のほうは全滅というような状況です。

道路を挟んで、一方は全滅、一方は残っている

という状況があったわけです。このことについ

てどう考えていらっしゃるかお聞きしてみたい。

○村上准教授 私も現場は見ているんですけれ

ども、あれは河川でいう二線堤―本堤があっ

て、その背後に畑が広がっていて、背後の道路

を少しかさ上げしておくと、それがまた堤防の

働きをしてその背後の家屋を守る―と全く同

じ機能だなと思ったんですけれども、場所によっ

ては、道路をかさ上げすることで二線堤のよう

な役割を果たさせて背後地を守るということは、

当然対策としてあると思います。土地を有効か

つ効率的に使おうとすればそういう考え方が当

然あると思います。

それと、宮崎だとどういう状況になるんだろ

うかという話ですけれども、宮崎の海岸線と東

北の海岸線、特に仙台あたりは非常に似通って

います。Ｍ９で仙台空港周辺だと津波高が8.5

～9.5メートル、10メートルを切るぐらいです。

これは科学的に根拠があるかどうかは別にして、

日向灘単独でＭ９の地震を起こしたとすれば、

恐らく宮崎港あるいは宮崎空港あたりの津波高

は８メートルを超えることになりますので、仙

台の場合と同じような状況になる。そうすると

５～６キロぐらい内陸まで津波が入り込んでく

る状況になろうかと思います。ただ、単独でＭ

９が起きるか起きないかというのは、きちんと

科学的な根拠に基づいてやらなくちゃいけませ

んから、それは中央防災会議の結果とか関連す

る結果を踏まえて県のほうでやられると思いま

すけれども、単純にＭ９ということでやると同

じような状況が考えられます。

○前屋敷委員 先ほど村上先生のほうから日南

大堂津での避難場所と避難経路についてのシ

ミュレーションを聞かせていただいたんですけ

ど、シミュレーションで示されたように、逃げ

切れない場合の避難場所の新たな特定というの

が今後見直されるだろうというお話でした。さっ

きもお話がありましたが、宮崎県は400キロにわ

たる海岸線を持つというだけに、津波が予想さ

れる地域ではこういうシミュレーションを各地

でつくって、津波からどう逃げるかというのを、

それぞれ地域の皆さんが認識していくことが大

事だと思うんです。

そして、きのうも延岡のほうで住民の皆さん

との懇談をしたんですけど、そこの地域も、高

台はないし、住まいの近くに高層物もないとい

うことで、毎日の生活の中で心配されておられ

るという状況もありました。先ほど細島の皆さ

ん方の避難路の確保ということで、地域がそう

いう行動に出ておられるというお話も伺いまし

た。県内随所で津波が予想されている地域のシ

ミュレーションをしっかり行って、津波の第１

波をどう逃げ切るかということ、逃げ切った後、

道路の拡幅とかで次のところに避難をしていく、

そういうものが大事じゃないかと改めて思って

いるところです。ですから、避難困難地域の特
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定を県内各地で行っていくことが大事じゃない

かと思ったんです。そのためには、行政と先生

方のお力もいただいてそういうシミュレーショ

ンづくりが大事になってきていると思っていま

す。今後の先生方の御努力もぜひお願いしたい

と思っているんですけど。

○村上准教授 避難場所はそう簡単には見つか

らないんです。まずは行政が避難場所を設定し

て避難ビルとかやりますけれども、本当にそれ

で十分かどうかきちんと地元の方が検証する。

我々も協力して検証する。必要な部分がまだあ

ればそこをつぶして埋めていく。それを繰り返

していくことが災害に強い地域づくりという意

味では重要だと思いますし、今おっしゃったこ

とはまさにそのとおりだと思います。

○河野委員 私も、「企業防災のすすめ」という

提案に対して大事だなという視点で、光の三原

則というイメージしやすいものを提示していた

だいて、頭の中で整理整頓ができたと思います。

今までの防災というのは、行政とＮＰＯのつな

がりというのは非常に強化していかなきゃいけ

ない。今回、私も石巻のほうに行かせていただ

いたんですけど、ＮＰＯのスキルを使って行政

とうまいこと進んでいた。その中に企業が入っ

ていく視点というのは非常に大事だなというこ

とで、１点だけ、行政が企業に対して被害想定

の支援をアプローチする。企業が行政にアプロ

ーチする中で、例示というかこういうものを期

待していくとか、そういうものがあるならばア

ドバイスいただきたいと思います。

○原田教授 今、私自身が考えているのは、企

業そのものが自分の企業のために健全にという

ことをするだけで従業員を守ることになります

から、地域がかなりよくなる。そこを一生懸命

まずはやっていただきたいというのが非常に強

調したい点です。今、企業が、自分のパワーを

持っているところで、行政と災害時協定のよう

な支援しますというのを結んではいますけれど

も、それが実際の大被害のとき機能するために

は、その企業そのものが健全でなきゃ災害時協

定も無意味になるわけであります。地域のロー

カルな企業と全国に展開している企業というの

を仕分けしながら、全国に展開しているのは企

業同士での支援というのがあるわけですから、

ローカルだけと全国展開、あるいは九州の３つ

ぐらいに区分して、それをまずリストアップし

ながら、どういう強化ができるか具体的なもの

もつくりたいと思っておりますので、議員の先

生方、行政の力もかりながらそういうことを進

めていけないかと思っています。

○丸山副委員長 私も企業のことについて、条

例のほうで「事業者の責務」という項目も一応

つくってはいます。しかし、絵にかいたもちで

あって、「努めるものとする」という形で書いて

あるものですから、具体的に何をやってくださ

いというのは書かれていないのが現状なもので

すから、できれば今後意見交換をもう少し進め

させていただいて、「事業者の責務」というのは

自助なのか共助なのか公助なのかはっきりわか

らないといいますか、中途半端な形で位置づけ

されているものですから、事業者というのが、

ある程度行政の役割を持ったり自助の役割を

持ったり共助の役割を持ったり、そういう力が

あるのではないかと思っているので、その辺を

少し今後書き足したいと思っています。

○原田教授 初めて知ったんですが、まず行政

の中でそういう項目があるということが重要で、

今言われたように、企業の自助ということをも

うちょっと強調したほうがいいと思うんです。

そこが健全なら、後で地域への貢献、あるいは
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行政への貢献もできるわけですから、自分のと

ころを自分で守れという企業としての自助、そ

こを強く焦点を当ててやっていく方向がいいと

思います。

○丸山副委員長 もう一点が、先ほど村上先生

からあったとおり、避難するのに実質は車とい

うのは、宮崎も恐らく車で避難する可能性が高

いと思っているんですが、我々いろいろ条例で

書いているのは、避難所を確保しなさいと書い

ています。緊急輸送路についてはある程度書い

ているんですが、避難路に関しては抜けている

ような気がするものですから、避難路をどうやっ

て指定して、実際それじゃないかもしれません

ので、避難所に行くまでの避難路というのも今

後検証していかなくちゃいけない。なおかつ、

地震が起きれば液状化なり起きる可能性もある、

橋が落ちている可能性もある、いろんな可能性

があるものですから、避難路ということも考え

ながら進めていかないといけないんだろうなと。

その前に、情報をしっかり伝えていくために

は、どうやって情報を伝えていくのか。私も新

燃岳のときに避難所生活をした関係で、避難さ

れる方に対しての情報が届きにくかったという

ことも体験しております。ラジオが一番いいと

いう話もあったんですが、ほとんどの家ではラ

ジオがないのが現状なのかなと。あっても電池

が入っていなかったりして使い物にならないの

が現状と感じておりますので、日ごろからの積

み重ねといいますか、教育も含めて必要だなと

改めて感じたところであります。

○中村委員 今、条例の話が出ました。関係者

の皆さんもたくさんいらっしゃいますが、宮崎

県議会が条例なんか余りつくらないということ

で非難をするんです。我々やることはぴしっと

やっているんです。２年前だったですか、防災

条例もつくりました。それもありきたりのもの

じゃなくて、議会の中で一生懸命練ってつくっ

たんです。今から条例の改正も視野にやってい

かなくちゃいけないので、先生方のお力をいた

だいて立派な条例を作成したいと思いますので、

また今後よろしくお願いしたいと思います。

○原田教授 それで、危機管理局の方もおられ

ますけれども、見直しの被害想定とかが出た段

階で、結果だけをぽっと出すのではなくて、個

別に、例えば特別委員会の先生方にももう少し

詳しく御説明するような機会を持つことによっ

て知恵がいろいろ出てくるんじゃないかと思い

ます。お忙しい中ですけれども、そういう機会

を１時間とか２時間ぐらいとって、そういうの

を積み重ねて知恵を出すしかないと思います。

よろしくお願いします。

○井本委員長 時間が押してまいりました。本

当に貴重な意見をたくさんいただきました。あ

りがとうございました。

きょういただきました御意見は、今後の議会

活動に十分利用していきたいと思っております。

本日は、どうもお忙しいところありがとうご

ざいました。

委員会を終わります。

午後４時49分閉会


